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はじめに 

自治体運営に大きな影響を与える国の経済財政運営については、「物価高、世界経済の不確

実性、地政学リスク、金融資本市場の変動、自然災害等のリスクに機動的に対応しつつ、デ

フレに後戻りしない『成長型経済』への移行を確実なものとする」としています。 

 

本町においては、令和 7 年度決算における町税が 44.5 億円と令和 4 年度と比較して約 4 億

円増と増加傾向が続いております。一方で、依存財源の主なものである地方交付税について

は、物価高騰の影響や政府が掲げる「強い経済の実現に向けた戦略的投資・分野横断的な取

組」などがどのように反映されるのか動向を注視していく必要があります。 

 

本町は、平成 24 年 3 月に西原町まちづくり基本条例を制定し、「平和で人間性豊かなまち

づくり」「安全で環境にやさしいまちづくり」「健康と福祉のまちづくり」「豊かで活力のある

まちづくり」の基本方向を軸に、めまぐるしく変化する社会情勢に対応しながら様々な施策

を実行してまいりました。また、扶助費をはじめとする近年の旺盛な財政需要に応えるべく、

様々な財源の確保に努めております。財政調整基金をはじめ、各目的基金を計画的に積み立

てたことで、各残高は回復基調にあるものの、依然として安定した状況にはなく、財政需要

は想定を上回るスピードで膨らみ続けています。 

 

このような厳しい財政状況のなか、本町の最優先課題であった国民健康保険特別会計の累

積赤字は令和８年度中に解消する見込みとなっております。しかしながら、単年度の赤字解

消は引き続き対応が必要なほか、今後は、公共施設老朽化への対応、組合施行による新たな

区画整理事業、新ごみ処理施設等の建設など、多額の財政負担を伴う事業が控えています。

これらに確実に対応していくには、財政調整基金をはじめとする各種基金を着実に積み立て、

将来にわたり持続可能な財政基盤を確立し、町財政の安定性を確保することが急務となって

います。 

 

この「西原町財政シミュレーションと対策」は、現時点の町事業計画の見込額及びその課

題を事前に把握し、早めに対応することで計画的な財政運営に資することを目的として策定

しています。本結果をうけ、事業計画を見直し、限られた財源の中でバランスのとれた財政

運営を行っていけるよう努めなければなりません。 

 

本町の財政状況については、今後も西原町まちづくり基本条例第 19 条第 2 項の規定に基づ

き、広報紙・町公式ホームページ等で積極的に公表し、町民の皆様と情報を共有しながら町

政参加へのきっかけづくりをしていきたいと考えております。 

 

（注）本計画は毎年見直しを行い、最新の状況を反映できるよう努めてまいりますが、今後

の自治体を取り巻く環境が変化し、状況が大きく変わることも予想されることから、後年度

の予算編成を拘束するものではありません。 
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 【本計画の位置づけ】                            

 

本計画は、「町事業計画ヒアリング後の見込額」（令和 8 年 7 月末現在）をもとに、収支の

見通しを作成したものとなっており、随時、計画の見直しや修正を行わなければ今後の財政

運営は立ち行かなくなるという警鐘も兼ねた留意資料となります。また、次年度以降におけ

る要望事業の実施に向け、歳入確保や歳出抑制の具体的対応については、不断の努力をもっ

てこれにあたらなければなりません。 

 

 【計画期間】                                

 

10 年先を見通した町事業計画のうち、より精度の高い令和 9 年度から令和 12 年度までの 4

年間をシミュレーションの対象としています。また、社会経済情勢の変化や国・県の制度改

正等の変化を迅速に反映させ、新たな財政需要等に適切に対応できるよう、毎年度ローリン

グ方式による見直しを行います。 

 

 【シミュレーションの対象範囲】                       

 

一般会計を対象としています。 

 

 【留意事項】                                

 

1 町事業計画ヒアリングについては、令和 8 年 7 月に実施したヒアリングにより修

正を行ったものを反映させています。 

 

2 シミュレーションは令和 8 年度当初予算をベースとして作成しています。 

 

3 沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）については、令和 9 年度以降も継続され

るものとして歳入に計上しています。 

 

4 その他歳入・歳出における各項目の試算方法は、次のとおりです。 
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 【財政シミュレーションの試算方法】                     

 
■歳入 

科 目 試算方法 

町税 
税務課試算を基本にしています（個人町民税は、令和 8 年 6 月末調定額を基

に試算、法人町民税は、令和 8 年度調定見込額を試算し推移）。 

地方譲与税交

付金等 
令和 7 年度当初予算額同額としています。 

地方交付税 

（普通交付税）令和 8 年度交付決定額同額としています。 

※臨時財政対策債償還基金費除く 

（特別交付税）令和 8 年度当初予算額同額としています。 

分担金及び負

担金 
一時的なものを除き、原則令和 8 年度当初予算額同額としています。 

使用料及び手

数料 
一時的なものを除き、原則令和 8 年度当初予算額同額としています。 

国庫支出金 町事業計画ヒアリングの歳出と連動して推計しています。 

県支出金 
町事業計画ヒアリングの歳出と連動して推計しています。沖縄振興特別推進

交付金（一括交付金）についても、継続されるものとして計上しています。 

財産収入 原則令和 8 年度当初予算同額としています。町有地処分は想定していません。 

寄附金 

ふるさと納税については、返礼率・返礼品の見直し・拡充等や、制度の延長

が見込まれる企業版ふるさと納税の活用も想定し、増額見込みで推計してい

ます。 

繰入金 

財政調整基金については原則、財源調整のための取崩し（繰入）を行わない見

込みとしています。 

減債基金については、臨時財政対策債償還分のみ取崩すこととしています。 

その他特定目的基金については、町基金管理方針及び町事業計画ヒアリング

の歳出に併せて推計しています。 

繰越金 前年度繰越見込み額は歳入予算に計上していません。 

諸収入 一時的なものを除き、原則令和 8 年度当初予算同額としています。 

町債 町事業計画ヒアリングの歳出と連動して推計しています。 



4 

■歳出 

科 目 試算方法 

人件費 

職員・特別職給与、手当等については、定期昇給、定数管理計画、退職手

当負担金見込み額等を考慮して推計しています。報酬、会計年度任用職員

については各事業の町事業計画ヒアリングに基づき推計しています。 

扶助費 

原則町事業計画ヒアリングに基づき推計しています。町事業計画ヒアリン

グについては過年度実績、伸び率、対象者人数の見込み等を考慮していま

す。 

公債費 

今後、実施が予定されている普通建設事業費等の町事業計画をもとに見込

み、発行済みの町債償還計画を加えています。一時借入金利子は令和 8 年

度当初予算同額で見込んでいます。 

普通建設事業費 原則町事業計画ヒアリングに基づき推計しています。 

物件費 
令和 8 年度当初予算同額を基準に、町事業計画ヒアリングにて把握可能な

変動を考慮して推計しています。 

維持補修費 
令和 8 年度当初予算同額を基準に、町事業計画ヒアリングにて把握可能な

変動を考慮して推計しています。 

補助費等 
原則町事業計画ヒアリングに基づき推計しています。各一部事務組合につ

いては把握可能な事業計画を反映させ推計しています。 

積立金 町基金管理方針に基づき推計しています。 

繰出金 
各特別会計への繰出金については、従来の繰出しルールに沿って各特別会

計の事業費見込み額によって推計させています。 

 



【町事業計画(令和8年7月集約分）シミュレーション結果】

■歳入 単位：千円
年 度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

自主財源 5,473,818 5,648,705 5,613,544 5,730,824
町税 4,631,920 4,651,977 4,671,503 4,682,389

繰入金 326,069 480,899 426,212 532,606
その他 515,829 515,829 515,829 515,829

依存財源 10,124,473 10,463,427 12,032,722 11,855,097
地方交付税 2,508,383 2,508,383 2,508,383 2,508,383
国庫支出金 3,246,027 3,801,562 4,327,155 4,293,342

県支出金 2,814,262 2,455,741 2,634,883 2,669,871
町債 268,600 410,540 1,275,100 1,096,300

その他 1,287,201 1,287,201 1,287,201 1,287,201
歳入合計（A） 15,598,291 16,112,132 17,646,266 17,585,921

■歳出
年 度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

義務的経費 8,967,028 9,195,164 9,482,912 9,769,454
人件費 2,631,734 2,670,645 2,727,575 2,793,572
扶助費 5,525,567 5,745,689 5,969,314 6,197,033
公債費 809,727 778,830 786,023 778,849

投資的経費 1,623,533 1,782,863 3,214,758 2,976,828
普通建設事業 1,623,528 1,782,858 3,214,753 2,976,823

災害復旧費 5 5 5 5
その他の経費 5,951,001 5,907,357 5,807,831 6,015,582

歳出合計（B） 16,541,562 16,885,384 18,505,501 18,761,864

歳入歳出差額(A-B)
※▲はマイナス ▲ 943,271 ▲ 773,252 ▲ 859,235 ▲ 1,175,943

町事業計画すべての事業を実施すると、毎年度、多額の収支不足が生じるため、予算ヒアリングで精
査し、選択と集中の視点で優先順位をつけて事業を実施します。
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 【改革の視点】                               

 

令和 8 年 7 月集約の町事業計画見込額は、扶助費の大幅な伸びや、教育環境の充実・整備

にかかる経費などにより、多額の収支不足が見込まれる結果となりました。 

よって、この結果をもとに、現在及び後年度の財政課題を的確にとらえ、財政運営の安定

性を確保するための取組みを継続しなければなりません。 

財政の安定化を図ることはそれ自体が目的ではなく、町の永続的な発展に向けた改革であ

るため、財政健全化に向けた取組みにあたっては、次の視点を重視します。 

 

1 町の果たすべき役割の再検証 

少子高齢化、情報化などによる社会経済情勢の変化や権限移譲など、行財政環境の構造

的改革に対応していくため、国・県・民間の動向に注視しながら、町の果たすべき役割に

ついて再検証します。 

 

2 重要な政策課題への選択と集中 

政策課題への対応については、さらに高い次元で精査することが求められ、これまで以

上に選択と集中（あれかこれか）という視点で、緊急かつ効果の高いものを優先的に実施

します。また、これまで行っている PDCA サイクルといった事業点検も更に強化します。 

 

3 行政サービスの量から質への転換 

自治体 DX の推進に併せて行政改革を進め、行財政運営のスリム化・効率化を徹底し、

限られた予算や人員を有効活用するため、事業の実績評価等を通じ、最小のコストで最大

の効果を発揮させる成果重視の取組みを積極的に推進します。 

 

4 町民との情報共有の推進 

町政に対する町民の信頼を高め、「町民本位」「地域主体」の観点から、協働のまちづく

りを進めるため、財政の現状と将来の展望について、積極的な情報提供に努め、町民との

情報共有のもとで財政健全化の取組みを推進します。 

 

 【具体的な取組み（対応策）】                        

 

財政の安定化に向けた改革を実現するための具体的な取組みは以下のとおりです。 

 

■歳入 

1 町税等の徴収率向上による増収 

課税客体の把握、滞納処分の実施により、高い徴収率を維持していますが、庁内での連

携体制を強化し、現年度分の徴収に力を入れます。 

また、納め忘れ防止につながる口座振替推進の取組みを強化し、町民の皆様の利便性向

上のためコンビニ納付やアプリ決済などの支払方法を充実させることで、さらなる徴収率

の向上を目指します。 

 

2 受益者負担の適正化 

分担金、負担金、使用料等は、住民負担の公平性確保や受益者負担の観点から、適正な

金額となるよう見直します。 
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3 自主財源のさらなる確保 

西原西地区土地区画整理事業の推進や小那覇工業地域等の拡大を図ることなどにより税

の増収につなげます。また、返礼品の拡充などにより個人版ふるさと納税の増収を目指す

とともに、企業版ふるさと納税のさらなる活用を推進します。 

 

4 町債の発行額の抑制 

町債は、世代間の負担の公平性や年度間の財政負担の平準化を図るためになくてはなら

ないものですが、発行額が過度なものとならないよう、対象事業費や事業計画の見直しを

行います。また、各年度において元金償還額以上の新規発行を行わないようにし、町債残

高の減少に努めます。 

 

5 独立採算の原則 

各特別会計においては独立採算による事業執行が原則となっているため、国民健康保険

特別会計における適正な税率改定や、土地区画整理事業特別会計における保留地処分、下

水道事業会計においては、西原町下水道事業経営戦略を実行し、下水道接続率向上等を推

進します。 

 

■歳出 

1 事業評価による事務事業の整理・合理化 

毎年行っている事務事業評価をさらに徹底して行います。また、予算編成方針との整合

性を図り、事業の縮減や延伸、休止、廃止などを検討し、緊急かつ効果的な事業を優先的

に行います。 

 

2 選択と集中 

土地利用の見直しや西原西地区土地区画整理事業など、将来の増収につながる事業・施

策については、限られた財源の中でその優先順位を検討し対応します。特に、普通建設事

業においては、事業計画期間内での完了を目指し、より効率的な財政運営を推進します。 

 

3 公共施設等の見直し 

公共施設等総合管理計画を活用し、老朽化や耐震性を考慮しながら長期的な視点で公共

施設等の更新・統廃合・長寿命化などの検討を計画的に行うことにより、財政負担の軽減・

平準化を目指します。 

 

4 扶助費の適正化 

対象者を適切に把握し、町の負担額が実態に合った適正なものとなるようにします。 

また、国・県の補助が終了となる事業については、原則として同時に事業廃止とします。

そして、補助金等が継続される場合でも、ニーズや効果が薄れているものについては随時

見直しを行います。 

 

5 負担金の適正化 

一部事務組合負担金は、構成団体及び当該組合との事前協議を十分に行います。 

 

6 創意工夫による事業執行 

窓口受付時間の短縮により生み出された時間を有効に活用し、自治体 DX の推進による

効率的な事務処理方法の調査・検討およびその実施に取り組みます。 
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 【参考資料】                                

表 1 計画に反映されている主な普通建設事業 

番号 継続・新規 事業名 計画期間 

1 継続 小波津川南線道路整備事業 ～R12 

2 継続 小波津川改修事業 ～R10 

3 継続 兼久・仲伊保線道路整備事業 ～R9 

4 継続 森川翁長線道路整備事業 期間中継続 

5 継続 兼久安室線街路整備事業 期間中継続 

6 継続 呉屋安室線道路整備事業（シンボルロード） 期間中継続 

7 継続 棚原 1 号線防災対策事業 ～R12 

8 継続 道路メンテナンス事業 期間中継続 

9 新規 与那城小橋川線道路整備事業 R10～ 

10 新規 我謝海岸線街路整備事業 R10～ 

11 継続 西原町無電柱化事業 ～R12 

12 継続 土地区画整理特別会計繰出事業（西地区土地区画整理事業） 期間中継続 

13 継続 公園維持管理事業（公園管理者負担金・公園施設長寿命化） 期間中継続 

14 継続 下水道事業会計繰出事業（下水道整備事業） 期間中継続 

15 継続 南部広域行政組合ごみ処理施設整備負担金事業 期間中継続 

16 継続 内間御殿整備事業 期間中継続 

17 継続 町立小学校改修事業（西原東小学校改修） 期間中継続 

18 新規 西原町学校給食共同調理場建設事業 期間中継続 

19 新規 西原児童館改築事業 R11～R12 

※継続・新規の別は令和 8 年度と比較したものとなります。 

※計画期間は令和 8 年 7 月時点のものとなっているため、今後変更となる場合もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 歳出決算額及び性質別決算額の推移（過去 10 年間）※R8 は 9 月補正までの予算額 
 

・歳出総額：近年続く物価高騰等の影響もあり増加傾向が続いており、R7 年度決算額は 160 億円を超えている。 

・扶助費： R5～7 年度にかけて価格高騰対策事業等の影響により大きく増加している。H29 年度と R7 年度を比 

較すると約 1.7 倍（約 23 億円増）に膨らんでおり、長期的な増加が続いている。 

・普通建設事業費： R2 年度は農水産物加工流通観光拠点施設建設事業、R6 年度は公私連携幼保連携型認定こど

も園整備促進事業や西原町立小学校体育館長寿命化事業、R8 年度（予算額）は防災行政無線改修事業等の影響

により増加している。 

・補助費：R2 年度は、特別定額給付金事業（35.4 億円）により大きく増加している。 

・「積立金」：R3 年度決算においては、財政調整基金積立金や減債基金積立金等の増額により増となっている。 
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